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今
日
は
２
０
２
０
年

春
闘
方
針
の
ポ
イ
ン
ト
に

つ
い
て
、
九
後
書
記
長
に

お
聞
き
し
ま
す
。
最
初
に

２
０
２
０
年
春
闘
は
ど
う
い

う
情
勢
の
も
と
で
た
た
か
わ

れ
る
の
で
す
か
？

　

２
０
１
２
年
の
第
二
次
安

倍
内
閣
発
足
以
降
、
労
働
者

･
国
民
の
生
活
と
権
利
、
平

和
と
民
主
主
義
、
国
民
本
位

の
行
財
政
・
司
法
な
ど
、
こ

の
国
の
土
台
が
壊
さ
れ
て
き

ま
し
た
。

国
民
の
審
判
だ
」
と
強
弁

し
、
衆
議
院
憲
法
審
査
会
で

の
国
民
投
票
法
改
正
案
の
採

決
や
自
民
党
改
憲
案
の
提
案

を
狙
っ
て
い
ま
す
。

　

政
治
や
行
財
政
の
あ
り
方

も
問
わ
れ
て
い
ま
す
。
経
済

財
政
諮
問
会
議
や
安
倍
首
相

の
肝
い
り
で
設
置
さ
れ
た
各

種
の
会
議
が
ト
ッ
プ
ダ
ウ
ン

で
打
ち
だ
し
て
き
た
経
済
政

策
の
多
く
は
、
森
友
・
加
計

学
園
問
題
や
大
学
入
学
共
通

テ
ス
ト
の
英
語
民
間
試
験
な

ど
に
見
ら
れ
る
よ
う
な
「
お

友
達
優
遇
」
で
あ
り
、
行
政

の
私
物
化
に
他
な
り
ま
せ

ん
。
加
え
て「
桜
を
見
る
会
」

で
指
摘
さ
れ
て
い
る
税
金
の

私
物
化
な
ど
が
行
政
運
営
や

国
公
労
働
者
に
も
悪
影
響
を

及
ぼ
し
て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
政
府
は
、
向
こ
う

５
年
間
で
10
％
の
定
員
を
削

減
す
る
定
員
合
理
化
計
画
を

押
し
つ
け
る
と
と
も
に
、
行

政
手
続
の
原
則
オ
ン
ラ
イ
ン

化
や
公
的
サ
ー
ビ
ス
へ
の
民

間
参
入
・
官
民
連
携
の
促
進

な
ど
に
よ
っ
て
公
務
員
総
人

件
費
削
減
を
進
め
よ
う
と
し

て
い
ま
す
。

　

２
０
２
０
年
春
闘
で
の
た

た
か
い
は
、「
戦
争
す
る
国
」

や
「
労
働
者
・
国
民
に
犠
牲

を
強
い
て
財
界
・
大
企
業
が

栄
え
る
社
会
」「
行
政
や
税

金
の
私
物
化
に
よ
る
お
友
達

優
遇
」
を
許
す
社
会
に
す
る

の
か
、
そ
れ
と
も
国
民
本
位

の
行
財
政
・
司
法
の
実
現
で

「
一
人
ひ
と
り
が
尊
重
さ
れ
、

個
人
の
尊
厳
を
認
め
合
う
社

会
」
に
す
る
の
か
が
、
大
き

な
課
題
と
な
り
ま
す
。
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内部留保
実質賃金

大企業の内部留保は1.6 倍増の449兆円、実質賃金は27万円減（この10年間）

内部留保は財務省「法人企業統計」から資本金10億円以上の金融・保険業を含む全企業の推移。実質賃金は厚生労働省「毎月勤労統計
調査」（2018年は明石順平氏による数値）を国税庁「民間給与実態統計調査」の2017年の年間平均賃金を起点にして実額化した数字

「「

ひ
と
り
一
行
動

ひ
と
り
一
行
動
」」

を
実
践
し

を
実
践
し

組
合
を
強
く
大
き
く
し
よ
う

組
合
を
強
く
大
き
く
し
よ
う

　

—
—

国
公
労
連
は
ど
ん
な

ス
タ
ン
ス
で
春
闘
を
た
た
か

う
の
で
す
か
？

　

２
０
２
０
年
春
闘
を
た
た

か
う
に
あ
た
っ
て
大
切
に
し

た
い
の
は
、
広
範
な
労
働

者
・
国
民
と
の
共
闘
・
連
帯

で
あ
り
、
全
員
参
加
型
の
運

動
の
推
進
、
そ
し
て
そ
れ
ら

を
支
え
る
労
働
組
合
組
織
の

強
化
・
拡
大
で
す
。

　

労
働
者
・
国
民
犠
牲
の
政

治
が
進
め
ら
れ
る
も
と
で
、

賃
金
の
引
き
上
げ
や
労
働
条

件
改
善
、社
会
保
障
の
充
実
、

「
戦
争
す
る
国
」
づ
く
り
反

対
、
民
主
的
な
政
治
や
行
財

政
・
司
法
の
実
現
な
ど
、
多

く
の
課
題
が
官
民
共
通
の
要

求
と
な
っ
て
い
ま
す
。
し
た

が
っ
て
、
定
員
削
減
や
賃
金

の
地
域
間
格
差
の
問
題
、
行

政
運
営
の
実
態
な
ど
、
私
た

ち
が
お
か
れ
て
い
る
状
況
を

民
間
労
働
者
や
国
民
に
理
解

し
て
も
ら
う
こ
と
、
そ
の
た

め
に
国
公
労
働
者
・
労
働
組

合
の
側
か
ら
積
極
的
に
ア
プ

労働分配率＝（従業員給与+同賞与+福利厚生費）÷付加価値　企業分配率＝営業純益÷付加価値
資料：財務省「法人企業統計」資本金１０億円以上の金融・保険業を除く大企業
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す
べ
て
の
組
合
員
の
参
加
で

生
活
改
善
を
実
現
し
よ
う

　
「
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
」
を
は

じ
め
と
し
た
経
済
政
策
の
も

と
で
、
格
差
と
貧
困
の
広

が
り
は
い
っ
そ
う
深
刻
に

な
っ
て
い
ま
す
。
財
界･

大

企
業
は
円
安
や
株
価
の
値

上
が
り
な
ど
で
利
益
を
あ

げ
、
大
企
業
の
内
部
留
保
は

前
年
度
か
ら
24
兆
円
も
増
え

４
４
９
兆
円
と
な
る
と
と
も

ロ
ー
チ
し
て
い
く
こ
と
が
重

要
で
す
。

　
「
忙
し
く
て
な
か
な
か
組

合
活
動
に
時
間
が
と
れ
な

い
」
と
い
う
声
も
少
な
く
あ

り
ま
せ
ん
が
、
要
求
の
実
現

は
、
特
定
の
役
員
や
組
合
員

の
活
動
だ
け
で
成
し
え
る
も

の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
こ
の

春
闘
期
は
要
求
書
の
提
出･

交
渉
や
機
関
紙
の
発
行
・
配

布
、
職
場
集
会
な
ど
の
日
常

活
動
や
す
べ
て
の
組
合
員
が

何
ら
か
の
行
動
に
参
加
す

る
「
ひ
と
り
一
行
動
」
を
実

践
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
ま

す
。
そ
し
て
こ
れ
ら
の
と
り

く
み
と
一
体
で
多
く
の
仲
間

を
労
働
組
合
に
迎
え
入
れ
る

こ
と
が
重
要
で
す
。

増
え
続
け
る
内
部
留
保

減
り
続
け
る
実
質
賃
金

に
、
１
０
０
万
ド
ル
（
１
・

１
億
円
）
以
上
の
金
融
資
産

を
保
有
す
る
人
は
２
８
１
万

人
ま
で
増
加
し
て
い
ま
す
。

一
方
、
労
働
分
配
率
（
生

産
さ
れ
た
付
加
価
値
の
う

ち
、
労
働
者
が
賃
金
、
俸
給

と
し
て
受
取
る
比
率
）
は

２
０
０
９
年
度
の
63
・
８
％

か
ら
２
０
１
８
年
度
の
50
・

４
％
と
大
幅
に
低
下
し
、
非

正
規
労
働
者
は
正
規
労
働
者

以
上
に
増
加
し
て
、
年
収

２
０
０
万
円
未
満
の
労
働
者

は
13
年
連
続
で
１
０
０
０
万

人
を
超
え
て
い
ま
す
。
こ
う

し
た
も
と
で
、
10
月
に
は
消

費
税
が
引
き
上
げ
ら
れ
た
一

方
で
、「
全
世
代
型
社
会
保

障
」
の
名
で
い
っ
そ
う
の
社

会
保
障
改
悪
が
進
め
ら
れ
よ

う
と
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
特
定
秘
密
保
護
法

の
強
行
成
立
、
武
器
輸
出
を

認
め
る
「
防
衛
装
備
移
転
三

原
則
」
の
閣
議
決
定
、
集
団

的
自
衛
権
の
一
部
行
使
容

認
、
戦
争
法
（
安
保
法
制
）

の
強
行
成
立
な
ど
、「
戦
争

す
る
国
」
づ
く
り
の
地
な
ら

し
が
進
め
ら
れ
て
き
ま
し

た
。
７
月
の
参
議
院
選
挙
の

結
果
を
含
め
、
多
く
の
国
民

が
憲
法
9
条
の
「
改
正
」
を

容
認
し
て
い
な
い
に
も
か
か

わ
ら
ず
、
安
倍
首
相
は
「
議

論
を
行
う
べ
き
と
い
う
の
が

2019 春闘闘争宣言行動で決意表明を行う九後書記長 ＝ 1 月 16 日経団連前

　次号 12 月 25 日号は、20 日開催の拡大中
央委員会を掲載する関係から、職場には年明
け発送となります。ご了承ください。

九後健治書記長
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賃
下
げ
・
生
活
悪
化
も
た
ら
し
た

過
剰
な
蓄
財
を
社
会
に
還
元

富裕層・大企業・自民党に富が集中
労働者には賃下げ・貧困・過労死

アベノミクスの６年間
2012年を1とした場合の
2018年および直近データの数字
（出典は下表）
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裕
層
上
位
40
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の
金
融
資
産

1.86

大
企
業
の
経
常
利
益

1.79

自
民
党
へ
の
企
業・団
体
献
金

1.78

大
企
業
の
配
当
金

1.74

富
裕
層（
資
産
１
億
円
以
上
）の
金
融
資
産

1.45

過
労
自
殺・精
神
疾
患（
労
災
請
求
件
数
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大
企
業
の
内
部
留
保
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ゼ
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世
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世
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国
民
１
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あ
た
り
の
名
目
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Ｐ
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アベノミクスの６年間（出典と数字データ）

項　　目 2012 年 2018 年
（直近データ）

2012 年 を 1
と し た 場 合 の
2018 年の数字

出　　典
（※「2012 → 2018 年」と異なる場合のみ年数を表記）

富裕層上位 40 人の金融資産 7 兆 6605 億円 18 兆 6340 億円 2.43 フォーブス誌長者番付（2012 → 2019 年）

大企業の経常利益 25 兆 9709 億円 48 兆 2378 億円 1.86 財務省「法人企業統計」
（金融・保険除く資本金 10 億円以上の大企業）

自民党への企業・団体献金 13 億 7171 万円 24 億 5906 万円 1.79 総務省「政治資金収支報告書」

大企業の配当金 10 兆 5988 億円 18 兆 9160 億円 1.78 財務省「法人企業統計」
（金融・保険除く資本金 10 億円以上の大企業）

富裕層（金融資産１億円以上）
の金融資産 505 兆円 877 兆円 1.74 キャップジェミニ「アジア太平洋ウェルス・レポート

2018」（2012 → 2017 年）
過労自殺・精神疾患

（労災請求件数） 1257 件 1820 件 1.45 厚労省「過労死等の労災補償状況」

大企業の内部留保 333 兆 4938 億円 449 兆 1441 億円 1.35 財務省「法人企業統計」
（資本金 10 億円以上のすべての大企業）

非正規労働者数 1816 万人 2120 万人 1.17 総務省「労働力調査」

貯蓄ゼロ世帯の割合
（単身世帯） 33.8％ 38.0％ 1.13 金融広報中央委員会「家計の金融行動に関する世論調

査」（2012 → 2019 年）

軍事費 4 兆 7138 億円 5 兆 2574 億円 1.12 財務省データ（2012 → 2019 年度）

非正規雇用の比率 35.2％ 37.9％ 1.08 総務省「労働力調査」

実質賃金（年額換算） 448 万 9553 円 430 万 9111 円 0.96 厚生労働省「毎月勤労統計調査」
（※ 2018 年は明石順平氏による数値）

実質家計消費支出（年額換算） 358 万 9795 円 338 万 6946 円 0.94 総務省「家計調査」２人以上世帯の実質消費支出

労働分配率 59.5% 50.4％ 0.85 財務省「法人企業統計」
（金融・保険除く資本金 10 億円以上の大企業）

国民１人当たりの名目ＧＤＰ 48632 ドル
（世界 15 位）

39306 ドル
（世界 26 位） 0.81 IMF の GDP 統計世界ランキング
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地域別最低賃金

最低賃金と人口移動（2018年）
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■ 人口増減
　　 地域最賃

賃金の低い県から
高い県へ
人口流出が
止まらない

日本の公務員数はノルウェーの５分の１、ＯＥＣＤ平均の３分の１で世界最低

総雇用者に占める公務員・公的部門職員数の割合（各国2017年データ）
OECD.stat2019年１１月公表データから作成
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―
生
活
改
善
に
つ
な
が

る
賃
上
げ
は
可
能
で
し
ょ

う
か
？

　

こ
の
秋
に
と
り
く
ん

だ
「
２
０
２
０
年
要
求
ア

ン
ケ
ー
ト
」
で
は
、
生
活

実
感
に
つ
い
て
「
苦
し

い
」
と
応
え
た
人
が
半
数

を
超
え
て
い
ま
す
（「
か

な
り
」
と
「
や
や
」
の

合
計
）。
こ
の
10
月
か
ら

は
消
費
税
率
が
引
き
上

げ
ら
れ
、
年
間
の
負
担

増
は
平
均
で
４
・
５
万
円

に
な
る
と
い
う
計
算
も
あ

り
ま
す
。
ま
た
、
労
働
者

の
賃
金
も
低
く
押
さ
え
込

ま
れ
、
実
質
賃
金
は
低
下

し
て
お
り
、
賃
金
改
善
は

待
っ
た
な
し
の
状
況
で

す
。
全
労
連
・
国
民
春
闘

共
闘
は
、
春
闘
ア
ン
ケ
ー

ト
の
結
果
や
、
安
倍
政
権

の
７
年
間
で
４
・
４
％
も

落
ち
込
ん
だ
実
質
賃
金
の

回
復
を
め
ざ
す
と
し
て
、

月
額
２
万
５
０
０
０
円
以

上
・
時
給
１
５
０
円
以
上

の
要
求
を
提
起
し
て
い
ま

す
。
こ
の
金
額
は
大
企
業

が
た
め
込
ん
で
き
た
内
部

留
保
を
社
会
的
に
還
元
さ

せ
れ
ば
十
分
に
実
現
可
能

な
額
で
す
。

　

民
間
で
大
幅
賃
上
げ

を
勝
ち
と
る
こ
と
が
で

き
れ
ば
、
そ
の
結
果
は

２
０
２
０
年
人
事
院
勧
告

に
反
映
さ
れ
、
公
務
労
働

者
の
賃
上
げ
に
つ
な
が
り

ま
す
。
し
た
が
っ
て
、
今

春
闘
で
も
「
格
差
と
貧
困

を
な
く
そ
う
〜
過
剰
な
蓄

財
は
社
会
に
還
元
を
」
を

ス
ロ
ー
ガ
ン
に
、
国
公
労

働
者
の
専
門
性
を
い
か
し

た
「
ビ
ク
ト
リ
ー
マ
ッ

プ
」
の
と
り
く
み
を
進
め

ま
す
。
同
時
に
、
春
闘
ヤ

マ
場
に
は
民
間
労
働
組
合

の
ス
ト
支
援
な
ど
、
文
字

ど
お
り
官
民
一
体
の
春
闘

を
全
国
で
展
開
し
て
い
く

必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
今
春
闘
で
は
最

低
賃
金
引
き
上
げ
な
ど
の

「
社
会
的
賃
金
闘
争
」
に

結
集
す
る
こ
と
が
求
め
ら

れ
て
い
ま
す
。
全
労
連
が

進
め
て
き
た
「
全
国
最
賃

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
」
の

と
り
く
み
な
ど
も
あ
っ
て

10
月
の
最
低
賃
金
改
定
に

よ
り
東
京･

神
奈
川
で
は

時
給
１
０
０
０
円
を
突
破

す
る
な
ど
の
状
況
が
生
ま

れ
ま
し
た
。
一
方
で
、
国

家
公
務
員
の
初
任
給
（
時

給
８
９
７
円
）
は
最
低
賃

金
の
加
重
平
均
（
９
０
１

円
）
を
下
回
り
、
地
域
手

当
込
み
で
も
最
低
賃
金
割

れ
の
地
域
が
生
じ
て
い
ま

す
。
加
え
て
、
全
労
連
が

と
り
く
ん
で
き
た
「
最
低

生
計
費
調
査
」
で
は
、
25

歳
の
独
身
男
性
が
１
カ
月

生
活
す
る
の
に
必
要
な
金

額
は
、
日
本
全
国
ど
こ
で

も
時
給
１
５
０
０
円
程
度

で
あ
る
こ
と
が
明
ら
か
に

な
っ
て
い
ま
す
。こ
の
間
、

全
労
連
が
開
催
し
た
最
低

賃
金
の
集
会
に
自
民
党
の

国
会
議
員
も
参
加
す
る
な

ど
、
情
勢
は
確
実
に
変
化

し
て
い
る
こ
と
に
確
信
を

持
っ
て
運
動
に
結
集
す
る

こ
と
が
必
要
で
す
。
こ
う

し
た
こ
と
を
ふ
ま
え
れ

ば
、
最
低
賃
金
の
大
幅
引

き
上
げ
は
も
と
よ
り
、
全

国
一
律
の
最
低
賃
金
制
度

の
実
現
が
必
要
不
可
欠
で

あ
り
、
そ
の
こ
と
を
国
公

労
働
者
の
賃
金
の
地
域
間

格
差
解
消
や
大
幅
賃
上
げ

に
結
び
つ
け
て
と
り
く
み

を
強
化
し
て
い
く
必
要
が

あ
り
ま
す
。

―
―
私
た
ち
の
要
求
前
進

を
め
ざ
す
具
体
的
な
と
り

く
み
は
？

　

国
公
労
連
が
２
０
２
０

年
春
闘
で
提
起
し
て
い

る
賃
上
げ
要
求
「
月
額

２
万
３
０
０
０
円
以
上
、

時
間
額
１
８
０
円
以
上
」

を
は
じ
め
と
す
る
春
闘
期

統
一
要
求
は
、
職
場
討
議

を
経
た
う
え
で
１
月
15
日

の
中
央
闘
争
委
員
会
で
決

定
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま

す
。

　

確
認
さ
れ
た

「
２
０
２
０
年
春
闘
期
統

一
要
求
書
」
は
、
２
月
上

旬
に
政
府
・
人
事
院
に
対

し
て
提
出
し
、
そ
の
実
現

を
め
ざ
し
ま
す
。
職
場
段

階
に
お
い
て
は
２
月
10
日

の
週
を
「
全
国
統
一
行
動

週
間
」
に
設
定
し
、
す
べ

て
の
職
場
で
所
属
長
に
要

求
を
提
出
し
、
た
た
か
い

を
ス
タ
ー
ト
さ
せ
ま
す
。

　

３
月
23
日
の
最
終
回
答

日
に
む
け
て
、
３
月
５
日

に
実
施
さ
れ
る
春
闘
期
最

大
規
模
の
中
央
行
動
に
職

場
か
ら
仲
間
を
送
り
出
す

と
と
も
に
、
３
月
12
日
の

「
全
国
統
一
行
動
日
」
に

は
に
対
し
て
合
同
庁
舎
な

ど
で
の
合
同
職
場
集
会
を

含
め
、
す
べ
て
の
職
場
で

組
合
員
が
最
大
限
結
集
す

る
職
場
集
会
を
開
催
し
、

政
府･

人
事
院
の
最
終
回

答
に
む
け
て
職
場
決
議
の

採
択
・
送
付
な
ど
の
と
り

く
み
を
積
み
上
げ
ま
す
。

同
時
に
、
官
民
一
体
で
春

闘
を
た
た
か
う
立
場
か
ら

民
間
労
働
組
合
の
ス
ト
ラ

イ
キ
支
援
な
ど
の
と
り
く

み
を
展
開
し
ま
す
。

　

定
年
延
長
を
め
ぐ
る
動

き
は
現
時
点
で
も
不
透
明

で
す
が
、
年
明
け
の
通
常

国
会
に
提
出
さ
れ
予
算
関

連
法
案
の
成
立
後
に
審
議

入
り
す
る
可
能
性
が
あ
り

ま
す
。
し
た
が
っ
て
、
政

府
に
対
し
早
期
に
具
体
的

内
容
を
明
ら
か
に
さ
せ
る

と
と
も
に
、
雇
用
と
年
金

の
確
実
な
接
続
に
む
け
、

年
齢
に
よ
る
不
利
益
変
更

を
許
さ
ず
、
安
心
し
て
働

け
る
制
度
と
な
る
よ
う
追

及
を
強
め
ま
す
。
当
面
、

全
労
連
公
務
部
会
が
提
起

し
て
い
る
要
求
署
名
（
団

体
署
名
）
に
つ
い
て
民
間

―
―
非
常
勤
職
員
の
労
働

条
件
改
善
は
ど
う
で
し
ょ

う
　

こ
の
間
、
非
常
勤
組
合

員
を
は
じ
め
と
し
た
仲
間

の
奮
闘
で
、
夏
期
休
暇
の

実
現
な
ど
の
休
暇
制
度
の

拡
充
、
給
与
等
の
「
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
」
や
「
各
省
申

し
合
わ
せ
」の
発
出
な
ど
、

少
し
ず
つ
で
す
が
要
求
が

前
進
し
て
い
ま
す
。
し
か

し
、
労
働
条
件
の
面
か
ら

見
て
も
、
行
政
サ
ー
ビ
ス

提
供
の
面
か
ら
見
て
も
、

非
常
勤
職
員
の
身
分
が
有

期
雇
用
で
あ
る
こ
と
に
諸

問
題
の
根
本
原
因
が
あ
る

こ
と
は
明
ら
か
で
す
。
し

た
が
っ
て
、
い
わ
ゆ
る

「
３
年
公
募
問
題
」
の
解

消
を
は
じ
め
と
し
て
雇
用

の
安
定
と
処
遇
改
善
を
求

め
る
「
公
務
・
公
共
サ
ー

ビ
ス
拡
充
を
求
め
る
請
願

署
名
」
の
と
り
く
み
を
進

め
ま
す
。
そ
の
際
、
国
公

労
連
で
作
成
し
た
「
非
常

勤
職
員
の
手
記
」
な
ど
を

活
用
し
な
が
ら
、
国
会
議

員
へ
の
要
請
や
民
間
労
働

組
合
等
と
の
懇
談
・
要

請
、
宣
伝
行
動
な
ど
を
実

施
し
、
理
解
と
共
感
を
広

げ
ま
す
。
ま
た
、
全
労
連

が
展
開
し
て
い
る
「
雇
用

差
別･

賃
金
差
別
を
な
く

そ
う
〜
同
じ
仕
事
な
ら
同

じ
待
遇
を
」（
略
称
＝
非

正
規
差
別
Ｎ
Ｇ
）
運
動
に

積
極
的
に
参
加
し
ま
す
。

―
―
引
き
続
き
行
政
の
体

制
拡
充
は
職
場
の
最
重
要

課
題
で
す

　

昨
年
度
、
国
公
労
連
は

「
新
た
な
定
員
合
理
化
計

画
阻
止
」
を
最
重
点
の
課

題
に
掲
げ
て
と
り
く
み
を

進
め
て
き
ま
し
た
。
し
か

し
、
政
府
は
６
月
28
日
、

国
公
労
連
に
対
す
る
説
明

等
も
な
い
ま
ま
、
向
こ
う

５
年
間
で
10
％
の
定
員
削

減
を
進
め
る
こ
と
を
内
容

と
す
る
「
令
和
２
年
度
か

ら
令
和
６
年
度
ま
で
の
定

員
合
理
化
目
標
数
に
つ
い

て
」（
内
閣
人
事
局
長
通

知
）
を
一
方
的
に
各
省
庁

に
押
し
つ
け
ま
し
た
。
し

か
し
、
こ
の
間
の
定
員
査

定
結
果
と
し
て
「
ワ
ー

ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス

枠
」
や
「
時
限
定
員
」
が

増
加
し
て
い
る
状
況
等
を

見
る
と
、
こ
れ
ま
で
政
府

が
と
っ
て
き
た
定
員
管
理

政
策
の
破
綻
は
明
ら
か
で

あ
り
、
い
ま
こ
そ
国
民
本

位
の
行
財
政
・
司
法
に
ふ

さ
わ
し
い
体
制
の
確
保
が

求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

し
た
が
っ
て
、
昨
年
に

引
き
続
き
「
国
民
の
権
利

と
安
心
・
安
全
を
ま
も
る

運
動
」
を
推
進
す
る
「
公

務･

公
共
サ
ー
ビ
ス
拡

充
」
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
を
展

開
し
ま
す
。
と
り
く
み
に

あ
た
っ
て
は
、「
公
務
公

共
サ
ー
ビ
ス
拡
充
を
求
め

る
請
願
署
名
」（
以
下
、「
請

願
署
名
」）
の
と
り
く
み

を
軸
に
３
つ
の
チ
ェ
ン
ジ

（
①
世
論
を
変
え
る
、
②

政
治
を
変
え
る
、
③
労
使

関
係
で
変
え
る
）
に
挑
戦

し
ま
す
。

　

具
体
的
に
は
、「
請
願

署
名
」
に
つ
い
て
は
、
各

単
組
で
の
増
員
署
名
と
両

輪
の
と
り
く
み
と
位
置
づ

け
て
積
極
的
な
集
約
目
標

を
掲
げ
、
職
場
だ
け
で
な

く
広
く
民
間
労
働
組
合
な

ど
へ
も
打
っ
て
で
る
こ
と

が
重
要
で
す
。
こ
れ
ま
で

国
会
で
の
請
願
採
択
は
勝

ち
と
れ
て
い
ま
せ
ん
が
、

こ
の
間
、
各
ブ
ロ
ッ
ク
・

県
国
公
や
職
場
の
仲
間
の

奮
闘
も
あ
っ
て
「
請
願
署

名
」
の
紹
介
議
員
の
数
は

年
々
増
え
て
（
２
０
１
９

年
69
人
、
18
年
53
人
、
17

年
48
人
）
お
り
、
紹
介
議

員
に
は
な
れ
な
い
と
し
つ

つ
も
私
た
ち
の
主
張
に
理

解
を
示
す
議
員
も
増
え

て
い
ま
す
。
し
た
が
っ

て
、
２
月
を
中
心
に
地
元

選
出
国
会
議
員
へ
の
要
請

を
積
み
上
げ
、
３
月
５
日

に
予
定
し
て
い
る
「
議
員

会
館
い
っ
せ
い
要
請
行
動

デ
ー
」
に
す
べ
て
の
ブ

ロ
ッ
ク･

県
国
公
の
仲
間

が
参
加
し
て
、
議
員
へ
の

働
き
か
け
を
強
め
て
通
常

国
会
で
の
請
願
採
択
を
め

ざ
し
ま
す
。

　

ま
た
、
国
民
本
位
の
行

財
政･

司
法
の
確
立
と
い

う
観
点
に
立
ち
、
相
次
ぐ

自
然
災
害
へ
の
対
応
や
行

政
の
私
物
化
な
ど
に
つ
い

て
、
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
な
ど

を
開
催
し
て
広
く
国
民
と

と
も
に
考
え
る
機
会
を
つ

く
る
こ
と
も
重
要
で
す
。

ま
た
、
政
府
に
よ
る
「
業

務
の
抜
本
的
見
直
し
」
へ

の
対
応
な
ど
と
も
か
か

わ
っ
て
各
単
組
・
職
場
で

も
行
政
研
究
活
動
を
進
め

る
と
と
も
に
、
政
府
へ
の

追
及
を
強
め
る
こ
と
も
必

要
で
す
。 

―
―
憲
法
「
改
正
」
に
む

け
た
動
き
も
予
断
を
許
し

ま
せ
ん

　

こ
の
間
私
た
ち
が

と
り
く
ん
で
き
た

「
３
０
０
０
万
署
名
」
を

は
じ
め
、
平
和
憲
法
を
守

ろ
う
と
い
う
国
民
の
意
思

が
７
月
の
参
議
院
選
挙
や

各
種
世
論
調
査
に
示
さ

れ
、
改
憲
に
む
け
た
国
会

審
議
を
押
し
と
ど
め
て
い

ま
す
。

　

し
か
し
安
倍
首
相
は
改

憲
に
執
念
を
燃
や
し
て
お

り
、
予
断
を
許
さ
な
い
状

況
が
続
い
て
い
ま
す
。

　

憲
法
の
あ
り
様
は
、
国

民
の
生
活
や
権
利
に
関
わ

る
こ
と
は
も
ち
ろ
ん
、
国

家
公
務
員
の
仕
事
や
行
政

運
営
に
も
大
き
な
影
響
を

与
え
ま
す
。し
た
が
っ
て
、

一
国
民
と
し
て
、
あ
る
い

は
全
体
の
奉
仕
者
で
あ
る

公
務
労
働
者
と
し
て
憲

法
「
改
正
」
を
考
え
議
論

す
る
こ
と
が
重
要
で
す
。

加
え
て
年
明
け
か
ら
新
た

に
ス
タ
ー
ト
す
る
憲
法
署

名
や
５
〜
６
月
の
「
憲
法

闘
争
強
化
月
間
」
の
と
り

く
み
、
５
・
３
憲
法
集
会

へ
の
参
加
も
呼
び
か
け
ま

す
。

　

ま
た
、
辺
野
古
新
基
地

建
設
問
題
を
は
じ
め
平
和

学
習
を
進
め
る
と
り
く
み

と
し
て
、
５
月
17
〜
19
日

に
「
沖
縄
支
援･

連
帯
行

動
に
と
り
く
み
ま
す
。

―
―
要
求
実
現
の
た
め
に

は
組
織
の
強
化
・
拡
大
が

重
要
で
す

　

職
場
の
切
実
な
要
求
前

進
を
勝
ち
と
る
た
め
に

は
、
労
働
組
合
を
強
く
大

き
く
す
る
こ
と
が
不
可
欠

で
す
が
、
国
公
労
連
の
組

合
員
の
数
は
右
肩
下
が
り

と
な
っ
て
い
ま
す
。
し
た

が
っ
て
、「
組
織
拡
大
５

カ
年
計
画
」
に
も
と
づ
く

と
り
く
み
を
実
践
し
、
す

べ
て
の
単
組
と
職
場
で
仲

間
を
増
や
す
こ
と
が
求
め

ら
れ
て
い
ま
す
。
４
月
を

中
心
に
採
用
さ
れ
る
新
規

採
用
者
は
も
と
よ
り
、
非

常
勤
職
員
や
再
任
用
職
員

な
ど
職
場
で
働
く
す
べ
て

の
労
働
者
を
視
野
に
入
れ

た
組
織
拡
大
を
進
め
る
こ

と
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

　

労
働
組
合
の
力
を
高
め

仲
間
を
増
や
す
た
め
に

は
、「
増
や
す
人
を
増
や

す
」
こ
と
、
要
求
書
の
提

出･

交
渉
や
職
場
集
会
の

開
催
、
機
関
紙
の
発
行
な

ど
日
常
活
動
の
活
性
化
に

よ
る
「
労
働
組
合
の
見
え

る
化
」
が
決
定
的
に
重
要

で
す
。
労
働
組
合
活
動
を

特
定
の
役
員
や
組
合
員
だ

け
の
も
の
に
せ
ず
、
こ
の

春
闘
期
に
提
起
さ
れ
る
と

り
く
み
の
ど
れ
か
に
参
加

す
る
「
ひ
と
り
一
行
動
」

を
実
践
し
、
全
員
参
加
型

の
職
場
活
動
を
つ
く
っ
て

い
き
ま
し
ょ
う
。

労
働
組
合
へ
の
働
き
か
け

も
強
め
ま
す
。

　

今
年
度
か
ら
超
過
勤
務

の
上
限
規
制
が
ス
タ
ー
ト

し
て
い
ま
す
が
、
そ
も
そ

も
体
制
が
不
足
し
て
い
る

こ
と
、
超
過
勤
務
縮
減
に

必
要
な
業
務
カ
ッ
ト･

簡

素
化
な
ど
が
示
さ
れ
て
い

な
い
こ
と
な
ど
の
問
題
が

明
ら
か
に
な
っ
て
い
ま

す
。
同
時
に
、「
か
く
れ

残
業
」
が
増
加
し
て
い
る

と
の
指
摘
が
あ
り
ま
す
。

こ
れ
か
ら
年
末
年
始
や
年

度
替
わ
り
の
繁
忙
期
を
迎

え
る
こ
と
と
な
り
ま
す

が
、
職
場
段
階
か
ら
監
視

を
強
め
、
超
勤
縮
減
や
不

払
い
超
勤
解
消
、
健
康
確

保
対
策
な
ど
を
追
及
し
て

い
き
ま
す
。

全国どこでも変わらない生計費
全労連の最低生計費試算調査
25 歳単身者・賃貸ワンルームマンション（25 ㎡）
に居住という条件で試算、月 150 時間換算の時給

札幌市 1,500 円
盛岡市 1,524 円

さいたま市 1,613 円
新潟市 1,613 円
静岡市 1,644 円

名古屋市 1,513 円
京都市 1,639 円
山口市 1,612 円
福岡市 1,517 円
長崎市 1,499 円

鹿児島市 1,584 円

１
生
活
改
善
は
可
能
？

大
企
業
の
内
部
留
保
を
賃
金
引
き
上
げ
や

下
請
け
企
業
に
ま
わ
せ

２
要
求
前
進
め
ざ
す
と
り
く
み
は
？

す
べ
て
の
職
場
で
要
求
書
提
出

３
月
12
日
の
全
国
統
一
行
動
に
参
加
を

３
非
常
勤
職
員
の
処
遇
改
善
は
？

非
正
規
差
別
Ｎ
Ｇ

雇
用
の
安
定
と
処
遇
改
善
を

４
行
政
体
制
拡
充
の
と
り
く
み
は
？

３
つ
（
世
論
・
政
治
・
労
使
関
係
）
の

チ
ェ
ン
ジ
で
定
員
増
・
体
制
拡
充

５
憲
法
「
改
正
」
の
動
き
は
？

私
た
ち
の
仕
事
や
行
政
運
営
に

大
き
な
影
響
を
与
え
る
も
の

６
組
織
強
化
・
拡
大
の
と
り
く
み
は
？

全
員
参
加
型
の
職
場
活
動
で

仲
間
を
増
や
そ
う
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１
月

２
月

３
月

４
月

５
月

６
月

2019年12月10日現在

12日 第2波全国統一行動（官民一体統一行動・50万人規模）

23日 春闘要求最終回答指定日（政府・人事院）

24日 国公労連第155回中央委員会

2020春闘の主な行動展開

8日 憲法共同センター全国学習交流会

16日 春闘闘争宣伝行動（経団包囲行動）
15日中央闘争委員会

29日 公務部会第24回公務労組連絡会第58回臨時総会
春闘総決起集会

1日 3・1ビキニデー

7日 福島切り捨て許さない！　原発ゼロ集会

12日（全）ストライキ統一行動日
13日 重税反対行動

上中旬 2020年船舶総行動
中旬 国民のための財務・金融行政を求める共同行動

１日 第９１回メーデー
3日 憲法集会
6日 国民平和大行進スタート

17～19日 沖縄・支援連帯行動

18～19日 第２回いのちと暮らしを守る税研集会

24～26日 原水爆禁止世界大会ｉｎニューヨーク

30日（公）公務ではたらく非正規労働者に
無期転換権をシンポジウム

6～7日 第50回国公女性交流集会

7日 新春宣伝行動

下旬 第201回通常国会開会

6日 第2回ブロック国公代表者会議

11日 春闘要求中間回答日（政府・人事院）

5日 春闘総決起中央行動
議員会館一斉要請行動デー

7～15日（全）原発ゼロ旬間

15日 国公女性協春の全国代表委員会
春の国公青年セミナー2020
官民共同宣伝行動

22日（公）国民生活と公務労働を考える
フォーラムin愛知

22～23日（全）青年春闘交流集会

第1波全国統一行動週間（春闘要求書提出）10～14日

※（全）は全労連・国民春闘共闘、（公）は全労連公務部会のとりくみ

各
単
組
中
央
委
員
会

第
34
回
ブ
ロ
ッ
ク
別

労
働
学
校

憲
法
闘
争
強
化
月
間

組
織
拡
大
強
化
月
間

春
闘
地
域
討
論
集
会

地
域
総
行
動

国
民
の
権
利
と
安
心
安
全
を
守
る
運
動

　国
会
請
願
署
名

国
民
平
和
大
行
進

各
県
国
公
で「
ビ
ク
ト
リ
ー
マ
ッ
プ
運
動
」

要
求
実
現
上
申
行
動

　

国
公
労
連
は
20
年
春
闘

の
賃
金
要
求
案
を
「
要
求
・

組
織
ア
ン
ケ
ー
ト
」
結
果

（
12
月
３
日
現
在
）
と
全
労

連
・
国
民
春
闘
共
闘
の
賃
上

げ
要
求
額
を
踏
ま
え
て
月

額
２
万
３
０
０
０
円
（
５
・

６
％
）
以
上
で
提
起
し
、
職

場
で
討
議
す
る
こ
と
と
し
て

い
ま
す
。

　

ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
は
、
昨

年
を
上
回
っ
て
約
６
割
が

「
生
活
が
苦
し
い
」
と
し
、

年
代
が
上
が
る
に
つ
れ
、
そ

の
割
合
は
増
加
し
て
い
ま

す
。
特
に
、
50
歳
以
上
で

は
、「
苦
し
い
」
と
す
る
割

合
は
約
７
割
に
も
上
っ
て
い

ま
す
。
生
活
悪
化
に
歯
止
め

を
か
け
る
た
め
に
春
闘
で
大

幅
賃
上
げ
の
実
現
が
求
め
ら

れ
ま
す
。
そ
う
し
た
こ
と
か

ら
も
全
労
連
・
国
民
春
闘
共

闘
の
賃
上
げ
要
求
提
案
を
積

極
的
に
受
け
止
め
、
官
民
共

同
の
と
り
く
み
を
す
す
め
て

い
く
こ
と
が
い
っ
そ
う
重
要

に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

全
労
連
・
国
民
春
闘
共
闘

は
生
活
改
善
に
必
要
な
額

と
し
て
、
安
倍
政
権
下
で

の
実
質
賃
金
の
低
下
分
約

４
・
４
％
と
定
昇
相
当
分
約

２
％
、
こ
れ
に
消
費
税
増
税

分
２
％
を
加
え
た
８
・
４
％

（
２
万
６
１
０
７
円
）
な
ど

を
考
慮
し
て
２
万
５
千
円
以

上
の
要
求
額
を
提
起
し
て
い

ま
す
。

　

こ
の
要
求
額
か
ら
国
家
公

務
員
の
定
昇
分
１
・
０
８
％

＝
３
５
５
６
円
を
除
い
た
額

は
２
万
１
４
４
４
円
で
、
ア

ン
ケ
ー
ト
の
加
重
平
均
額

２
万
２
０
２
１
円
に
近
い
額

と
な
り
ま
す
。

　

し
た
が
っ
て
国
公
労
連
の

要
求
額
（
案
）
は
、ア
ン
ケ
ー

ト
結
果
の
加
重
平
均
額
を
重

視
し
、
す
べ
て
の
労
働
者
の

賃
金
・
労
働
条
件
改
善
を
基

本
と
し
て
、
高
齢
層
職
員
へ

の
相
次
ぐ
賃
金
抑
制
攻
撃
に

対
峙
す
る
こ
と
と
、
初
任
給

の
抜
本
改
善
に
む
け
て
、「
月

額
２
万
３
０
０
０
円
以
上
」

を
提
起
し
て
い
ま
す
。

　

今
年
の
拡
大
中
央
委
員
会

は
、
年
明
け
か
ら
本
格
的
に

ス
タ
ー
ト
す
る
「
地
域
の
春

１　賃金・昇格等の改善について

（１）国家公務員の賃金を月額23,000円（5.6％）以上（行政職 (一 )）引き上げること。
（２）行政職 ( 一 ) 一般職高卒初任給（1級５号俸）を180,200 円、一般職大卒初任給（1

級25号俸）を211,800円に引き上げること。
（３）非常勤職員の時給を180円以上引き上げること。
（４）高齢層の給与抑制措置を取りやめること。
（５）地域間格差と世代間格差を解消すること。
（６）一時金の支給月数を引き上げ、改善部分をすべて期末手当にあてること。
（７）職員に自己負担を生じさせないよう通勤手当の支給要件・支給額を改善すること。
（８）住居手当の全額支給限度額・最高支給限度額を引き上げること。

２　非常勤職員制度の抜本改善について

（１）非常勤職員制度を抜本的に見直し、雇用の安定、均等待遇などをはかる法制度を整備する
こと。

（２）恒常的・専門的・継続的業務に従事する非常勤職員は、常勤化・定員化すること。
（３）労働契約法の解雇権濫用法理や無期転換制度と同様の制度を整備すること。
（４）一律的・一方的な「雇い止め」は禁止すること。
（５）期間業務職員の更新にかかる公募要件は、撤廃すること。
（６）障害者雇用を理由として非常勤職員を雇い止めしないこと。
（７）職務給の原則、同一価値労働同一賃金を基本とする均等待遇を確立すること。
（８）休暇制度について、不合理な相違を解消して、常勤職員と同等の制度とすること。

３　高齢期雇用・定年延長について

（１）雇用と年金の確実な接続をはかるため、定年年齢を65歳に引き上げること。
（２）職務給原則にもとづき、年齢のみを理由とした賃下げは行わないこと。
（３）フルタイム勤務との相互転換が可能な制度として短時間勤務制度を創設すること。
（４）退職手当は、現行の60歳定年退職時の支給水準を下回らないようにすること。
（５）加齢により就労が困難な職種については、65歳まで働き続けることができる職域をもうけ

るなど、特別な措置を検討すること。
（６）再任用は希望者全員のフルタイム任用を保障すること。また、再任用職員の賃金水準・一

時金支給月数を大幅に引き上げるとともに、生活関連手当等を支給すること。
（７）経過的取り扱いを含めて定員管理を柔軟に行うこと。
（８）定年後引き続いて再任用する際は、定年前未消化の年次有給休暇を繰り越せるようにする

こと。

４　労働時間短縮、休暇制度など働くルールの確立について

（１）所定勤務時間を「１日7時間、週35時間」に短縮すること。また、窓口取扱時間を設定
すること。

（２）タイムカードを導入するなど、客観的な勤務時間管理を徹底し、超過勤務の大幅な縮減と

不払い残業を根絶すること。
（２）超過勤務の上限は月45時間、年間３６０時間とし、その徹底をはかること。
（３）連続勤務時間を短縮し、勤務間隔を11時間以上確保すること。
（４）不妊治療のための通院休暇を制度化すること。
（５）国家公務員宿舎使用料を引き下げ、必要な公務員宿舎を確保すること。
（５）移転料、着後手当、扶養親族移転料を実態にあわせて改善すること。
（６）災害時において、宿泊や通勤手段・経路の変更等が生じた場合への必要な措置を講じること。

また、職員の出退勤において特別休暇等が柔軟に運用できるようにすること。
（７）障害の有無にかかわらず、働きやすい設備・環境整備と障害を持つ職員を支援するための

定員確保など、必要な措置を行うこと。

５　民主的公務員制度と労働基本権の確立について

（１）憲法28条の原則にもとづく基本的人権として、ILO勧告など国際基準にそった労働基本
権の全面的な回復を実現すること。

（２）内閣人事局を廃止するとともに、人事院を人事院を改組して、新たな人事行政機関を設置
すること。

（３）幹部職員等の人事については、中立した第三者機関が担う制度とすること。
（４）政治と官の疑惑については、真相解明と再発防止策を確立するしくみを整備すること。
（５）情報公開や公文書管理の運用にあたっては、第三者機関を設置すること。

６　定員管理等に関する要求書

（１）総定員法を廃止するとともに、「定員合理化計画」を撤回し、必要な要員を確保すること。
（２）障害者および障害者をサポートする支援者について、必要な定員・予算を確保し、定員の

枠外として措置すること。
（３）行（二）職の不補充政策を撤廃すること。

7　両立支援制度の拡充、男女平等・共同参画の推進について

（１）両立支援制度について、拡充すること。
（２）男女平等・共同参画を推進すること。

8　健康・安全確保、母性保護等について

（１）職員の健康・安全を確保すること。
（２）パワーハラスメント防止にむけた人事院規則を制定することをはじめ、ハラスメント根絶にむ

けて具体的な対策を講じること。
（３）母性保護のために必要な措置を講じること。

9　独立行政法人制度等について

（１）事業の安定性と継続性を保障する財政的措置を講じること。
（２）労使自治による賃金・労働条件決定を保障し、政府は不当な介入を行わないこと。
（３）有期雇用職員の無期転換権や同一労働同一賃金ガイドラインにもとづく均等待遇を保障す

ること。

2020年国公労連統一要求書（案）抜粋・要約

闘
に
国
公
労
連
が
結
集
し
、

運
動
を
進
め
る
た
め
に
は
、

拡
大
中
央
委
員
会
の
前
倒
し

開
催
が
必
要
」
と
の
18
年
度

の
組
織
財
政
検
討
委
員
会
の

答
申
に
も
と
づ
き
、
12
月
20

日
に
開
催
し
て
春
闘
を
た
た

か
う
方
針
を
決
定
し
ま
す
。

　

従
来
は
１
月
の
拡
大
中
央

委
員
会
で
方
針
と
要
求
を
決

定
し
て
い
ま
し
た
が
、
職
場

で
の
討
議
を
確
保
す
る
た

め
、
賃
金
要
求
を
含
む
春
闘

統
一
要
求
に
つ
い
て
は
、
1

月
15
日
に
開
催
す
る
中
央
闘

争
委
員
会
で
決
定
し
ま
す
。　

大
幅
賃
上
げ
で
生
活
改
善
・
景
気
回
復
を

大
幅
賃
上
げ
で
生
活
改
善
・
景
気
回
復
を




